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砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）解説 変更箇所の対照表（変更箇所のみ抜粋※変更前後のページ番号等は載せていない） 

変更後 変更前 

 

【変更後の凡例】 

※下線は、現行指針からの変更・修正・加筆箇所を示す。 

 

 

第 1 節 総 説 

解説 

（9～11 行目を削除） 

 

 

 

第 2 節 土石流・流木対策計画の基本的事項 

2.2 保全対象 

土石流・流木対策における保全対象は、土石流により被害の生じるお

それのある区域内における保全人口、保全人家、保全田畑、公共施設等

とする。 

 

解説 

土石流により被害の生じるおそれのある区域は、土砂災害防止法に基

づいて設定された土砂災害警戒区域を基本とする。なお、警戒区域に指

定されていないなど、これによりがたい場合は、対象とする渓流におい

て計画規模の降雨により発生する土石流の被害範囲を氾濫シミュレーシ

 

【変更前（現行）の凡例】 

※黄色ハッチは、改定案で削除した箇所を示す。 

 

 

第 1 節 総 説 

解説 

土石流の到達は、そのほとんどが 2°（概ね 1/30）以上の勾配までで

あるが、到達区間は対象流域の過去の災害実態、渓床堆積土砂の状態、

最大粒径等に基づき設定する。 

 

第 2 節 土石流・流木対策計画の基本的事項 

2.2 保全対象 

土石流危険渓流における保全対象は、土石流危険区域内にある保全人

口、保全人家、保全田畑、公共施設等とし、設定に際しては計画基準点

からの方向、距離、渓床との比高を考慮して設定する。 

 

解説 

保全対象は、土石流危険渓流および土石流危険区域調査要領（案）に

基づき設定する。なお、土石流危険渓流以外の土石流が発生および流下

する恐れのある渓流において砂防設備を計画する場合は、本指針を準用

する。 
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ョン等により想定した区域を用いることができる。 

 

2.3 計画規模 

解説 

原則として経験ならびに理論上、計画規模の年超過確率の降雨量（原則

として年超過確率 1/100の 24時間雨量又は日雨量とする）に伴って発生

する可能性が高いと判断される土石流および土砂とともに流出する流木

等の流出量等を推定し、算出する。 

 

2.5 計画で扱う土砂・流木量等 

解説 

（略） 

また、土石流発生前に流出する細粒土砂や土石流と共に流下するが土

石流・流木対策施設で捕捉出来ない細粒土砂は、計画対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 計画規模 

解説 

原則として経験ならびに理論上、計画規模の年超過確率の降雨量（原則

として 24 時間雨量又は日雨量の 100 年超過確率とする）に伴って発生

する可能性が高いと判断される土石流および土砂とともに流出する流木

等の流出量等を推定し、算出する。 

 

2.5 計画で扱う土砂・流木量等 

解説 

（略） 

また、河川砂防技術基準計画編基本計画編における用語と本指針にお

ける用語の対比表を表－１に示す。本指針における用語は暫定的に、土

石流対策技術指針（案）の用語を踏襲している。 

表－１ 河川砂防技術基準計画編基本計画編と本指針の用語の対比 

本指針 
河川砂防技術基準 計画編 基本

計画編 

－※ 計画生産土砂量 

計画流出土砂量 計画流出土砂量 

計画流下許容土砂量 計画許容流出土砂量 

計画流下許容流木量 － 

計画土石流発生（流出）抑制量 計画生産抑制土砂量 

計画流木発生抑制量 － 
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2.5.1.1 計画流出土砂量 

解説 

（略） 

～～（参考）無流水渓流における計画流出土砂量の取扱い～～～～～～～

～～～～～ 

無流水渓流において、簡易貫入試験を用いて移動可能土砂の厚さを計測す

る等の詳細な調査を行うことで、崩壊可能土砂量を含めた移動可能土砂量

を精度良く把握できる場合もある。その場合に限り、計画流出土砂量が

1,000m3以下であっても調査に基づく土砂量を採用することができる。な

お、無流水渓流は以下の条件全てを満たすものをいう。 

・流路が不明瞭で常時流水がなく、平常時の土砂移動が想定されない渓流 

・基準点上流の渓床勾配が 10°程度以上で流域全体が土石流発生・流下

区間 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～ 

 

計画堆積土砂量 計画流出抑制土砂量 

計画堆積流木量 － 

－ 計画流出調節土砂量 

計画捕捉土砂量 － 

計画捕捉流木量 － 

計画流出流木量 計画基準点等に流出する流木量 

※計画流出土砂量に含まれる。 

 

2.5.1.1 計画流出土砂量 

解説 

（略） 

～～（参考）小規模渓流における計画流出土砂量の取扱い～～～～～～

～～～～～～ 

小規模渓流において、簡易貫入試験を用いて移動可能土砂の厚さを計

測する等の詳細な調査を行うことで、崩壊可能土砂量を含めた移動可能

土砂量を精度良く把握できる場合もある。その場合に限り、計画流出土

砂量が 1,000m3以下であっても調査に基づく土砂量を採用することがで

きる。なお、小規模渓流は以下の条件全てを満たすものをいう。 

・流路が不明瞭で常時流水がなく、平常時の土砂移動が想定されない渓

流 

・基準点上流の渓床勾配が 10°程度以上で流域全体が土石流発生・流下

区間 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～ 



                                                           

令和７年３月３１日  

 

 

 

2.6.1 計画流出土砂量の算出方法 

 

 

図－７ 流出補正率 5） 

 

 

2.6.2 計画流出流木量の算出方法 

解説 

流木流出率（発生した流木の谷の出口への流出率）は、土石流・流木対

策施設が無い場合 0.8～0.9 程度であったとの報告がある 7）。計画流出流

木量は実立積で表現するものとし、流域に土石流・流木対策施設が無い状

 

 

 

2.6.1 計画流出土砂量の算出方法 

 

 

図－７ 流出補正率 5） 

 

2.6.2 計画流出流木量の算出方法 

解説 

計画流出流木率（発生した流木の谷の出口への流出率）は、土石流・

流木対策施設が無い場合 0.8～0.9 程度であったとの報告がある 7）。流出

流木量は実立積で表現するものとし、流域に土石流・流木対策施設が無
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態を想定して算出する。 

計画流出流木量を把握するために、流域現況調査、発生原因調査、発生

場所・量、流木の長さ・直径等の調査、流出流木調査および流木による被

害の推定調査を行う。 

（略） 

(1) 流域現況調査 

計画流出流木量を算出しようとする地点より上流域における樹木、植

生及び倒木（伐木、用材を含む）を調査する。 

（略） 

流木の発生原因を表－１に示す。 

表－１ 流木の発生原因 

流木の起源 流木の発生原因 

樹木の流出 

①斜面崩壊の発生に伴う樹木の滑落 

②土石流等の発生源での樹木の滑落・流下 

③土石流等の流下に伴う渓岸・渓床の侵食による樹木の

流出 

過去に発生

した倒木等

の流出 

④病虫害や台風等により発生した倒木等の土石流等によ

る流出 

⑤過去に流出して河床上に堆積したり河床堆積物中に埋

没していた流木の土石流等による再移動 

⑥雪崩の発生・流下に伴う倒木の発生とその後の土石流

等による下流への流出 

 

(3) 流木の発生場所、発生量、長さ、直径等の調査 

い状態を想定して算出する。 

流出流木量を把握するために、流域現況調査、発生原因調査、発生場

所・量、流木の長さ・直径等の調査、流出流木調査および流木による被

害の推定調査を行う。 

（略） 

(1) 流域現況調査 

流出流木量を算出しようとする地点より上流域における立木、植生及

び倒木（伐木、用材を除く）を調査する。 

（略） 

流木の発生原因を表－２に示す。 

表－２ 流木の発生原因 

流木の起源 流木の発生原因 

立木の流出 

①斜面崩壊の発生に伴う樹木の滑落 

②土石流等の発生源での樹木の滑落・流下 

③土石流等の流下に伴う渓岸・渓床の侵食による樹木の

流出 

過去の発生

した倒木等

の流出 

④病虫害や台風等により発生した倒木等の土石流等によ

る流出 

⑤過去に流出して河床上に堆積したり河床堆積物中に埋

没していた流木の土石流等による再移動 

⑥雪崩の発生・流下に伴う倒木の発生とその後の土石流

等による下流への流出 

 

(3) 流木の発生場所、発生量、長さ、直径等の調査 
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山腹斜面の現地踏査や、空中写真判読および過去の災害実態等をもと

に、流木の発生原因を考慮して、流木の発生場所、発生量、長さ、直径

等を調査する。ただし、倒木、伐木、渓床に堆積している流木で、伐

木、用材の流出等人為の加わったものは一般にくい止め等移動を防止す

る対策を講じるもの 8）とされており、実績からも豪雨等で移動した形跡

は確認されない 9）ことから、対策が講じられている場合は発生流木量に

は含めないものとする。また、用材は一時的に集積し搬出するものであ

るため、所有者に搬出時期等を確認した上で発生流木量に含めるか判断

するものとする。 

（略） 

(3-2) 現況調査法による発生流木量の算出 

推定された流木の発生原因・場所を基に流木の長さ、直径を調査し、発

生流木量を算出する。 

原則として流木の発生が予想される箇所に存在する樹木、倒木の量、長

さ、直径を直接的に調査する方法（以下、「現況調査法」と呼ぶ。）を用い

る。 

（略） 

この方法により降雨時に発生・流下する崩壊、土石流の範囲が推定され

れば次に、崩壊や土石流の発生、流下範囲に存在する樹木、倒木および過

去に発生して渓床等に堆積している流木等の量（本数、立積）や長さ、直

径を調査することにより発生流木量、その長さおよび直径を推定すること

ができる。 

    ①密度あるいは本数：樹木、倒木の 100m2あたりの本数 

    ②直径：樹木の胸高直径、倒木の平均直径 

    ③長さ：樹木の高さあるいは倒木の長さ 

山腹斜面の現地踏査や、空中写真判読および過去の災害実態等をもと

に、流木の発生原因を考慮して、流木の発生場所、発生量、長さ、直径

等を調査する。ただし、倒木、伐木、渓床に堆積している流木で、伐

木、用材の流出等人為の加わったものは発生流木量には含めないものと

する。 

 

 

 

 

（略） 

(3-2) 現況調査法による発生流木量の算出 

推定された流木の発生原因・場所を基に流木の長さ、直径を調査し、

発生流木量を算出する。 

原則として流木の発生が予想される箇所に存在する樹木、流木等の

量、長さ、直径を直接的に調査する方法（以下、「現況調査法」と呼

ぶ。）を用いる。 

（略） 

この方法により降雨時に発生・流下する崩壊、土石流の範囲が推定さ

れれば次に、崩壊や土石流の発生、流下範囲に存在する立木、倒木およ

び過去に発生して渓床等に堆積している流木等の量（本数、立積）や長

さ、直径を調査することにより発生流木量、その長さおよび直径を推定

することができる。 

①密度あるいは本数：樹木、伐木、倒木、流木等の 100m2あた

りの本数 

    ②直径：樹木の胸高直径、伐木、倒木、流木の平均直径 
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（略） 

(3-3) 実績値に基づく発生流木量の算出 

（略） 

ここで、A：流域面積（km2）（渓床勾配が 5°以上の部分の流域面積）で

ある。 1wyV の値は図－９より、針葉樹なら概ね 1,000 m3／km2 程度、広

葉樹なら概ね 100 m3／km2程度で包含できる。 

 

2.6.3 土石流ピーク流量の算出方法 

解説 

（略） 

dqpV
は 1,000m3 を下限値とする。これは、本指針 2.5.1.1～（参考）無

流水渓流における計画流出土砂量の取扱い～を適用する場合を除き、全て

の土石流・流木対策施設の設計について適用する。 

 

2.6.5 土石流の流速と水深の算出方法 

解説 

（略） 

ただし、断面形状が明らかに異なり、平均断面を用いることにより、堰堤

の安定性の検討上、土石流の外力を過小評価するおそれがある場合は、過

小評価とならないように留意する。 

 

2.6.8 最大礫径の算出方法 

    ③長さ：樹木の高さあるいは伐木、倒木、流木の長さ 

（略） 

(3-3) 実績値に基づく発生流木量の算出 

（略） 

ここで、 A：流域面積（km2）（渓床勾配が 5°以上の部分の流域面

積）である。 wyV の値は図－９より、針葉樹なら概ね 1,000 m3／km2 程

度、広葉樹なら概ね 100 m3／km2 程度で包含できる。 

 

2.6.3 土石流ピーク流量の算出方法 

解説 

（略） 

dqpV
は 1,000m3を下限値とする。これは、本指針 2.5.1.1～（参考）小

規模渓流における計画流出土砂量の取扱い～を適用する場合を除き、全

ての土石流・流木対策施設の設計について適用する。 

 

2.6.5 土石流の流速と水深の算出方法 

解説 

（略） 

ただし、断面形状が明らかに異なり、平均断面を用いることにより、堰

堤の安定性の検討上、土石流の外力を過少評価するおそれがある場合

は、過小評価とならないように留意する。 

 

2.6.8 最大礫径の算出方法 



                                                           

令和７年３月３１日  

（略） 

なお、調査の対象外とする礫の判断については、以下に留意すること。 

・堰堤の計画地点において、計画規模相当の土石流発生事例があった場

合は、移動した礫の礫径を確認し、調査の対象に含めるか検討するこ

と。一方、当該渓流で土石流発生の履歴が無い場合には、同様の地形

や地質を有する周辺流域における実績を参考とすること。 

・渓床勾配が 1/6 程度よりも急な区間（土石流発生・流下区間）におい

ては、「山腹より転がってきたと思われる礫」であっても、土石流と

して移動する可能性があることに留意し、過去の土石流による礫の移

動実績（調査地点における相対水深等）を参考に、現地の地形や想定

される流量及び水深から、土石流発生時に移動する可能性がある礫径

を推定し、調査の対象の参考とすること。（参考を参照） 

・渓床勾配が 1/6 程度よりも緩い区間（土石流堆積区間）においては、

「角張っていたり材質が異なっていたり、明らかに山腹より転がって

きたと思われる巨礫で土石流として移動しないと予想されるもの」は

調査の対象外とすること。 

 

（参考）土石流による礫の移動実績の例 

・事例は少ないが、過去の実績より、「特に外力条件が厳しい現場」に

おいては、相対水深が少なくとも 0.6 以上となる礫（想定される土石

流水深の約 1.7 倍程度の礫）については、土石流発生時に移動する可

能性があると考えられる。 

 

（略） 
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2.6.9 流木の最大長、最大直径の算出方法 

 

流木の最大長、および、最大直径は、計画流出流木量算出のための調査結

果から推定する。なお、流木の最大長は土石流の平均流下幅を考慮するも

のとする。 

 

解説 

流木の最大長、最大直径は、土石流・流木対策設計技術指針における土石

流・流木対策施設の構造検討時に流木による衝撃力を算出する際に使用す

る。流木の最大長は、流木捕捉工の部材純間隔の設定に使用する。 

流木の最大長 wmL （m）は、土石流の平均流下幅を「土石流発生時に侵食

が予想される平均渓床幅」 dB （m）、上流から流出する樹木の最大樹高を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6.9 流木の最大長、最大直径の算出方法 

 

流木の最大長、および、最大直径は、流出流木量算出のための調査結果

から推定する。なお、流木の最大長は土石流の平均流下幅を考慮するも

のとする。 

 

解説 

流木の最大長、最大直径は、土石流・流木対策設計技術指針における砂

防堰堤の構造検討時に流木による衝撃力を算出する際に使用する。流木

の最大長は、流木捕捉工の部材純間隔の設定に使用する。 

流木の最大長 wmL （m）は、土石流の平均流下幅を「土石流発生時に侵

食が予想される平均渓床幅」 dB （m）、上流から流出する立ち木の最大

機密性２情報 

作成日_作成担当課_用途_保存期間 

渓流名 発生日時 渓床勾配 流域面積 

土石流 

ピーク流量 

（推定値） 

移動した 

巨礫の径 

（D95～

D100） 

相対水深 

（h/d） 

（D100相当） 

小梨子沢 

（梨子沢第

１砂防堰

堤） 

H26.7.9 1/5.0 0.58km2 733.8m3/s 1.6～3.0m 1.10 

根知川支川 

（樽倉沢） 

H29.10.23 

（推定） 
1/3.8 0.82km2 537m3/s 2.75～4.55m 0.57 
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wmH
（m）とすると 

wmH
≧

1.3 dB の場合 wmL ≒
1.3 dB  

wmH
＜

1.3 dB の場合 wmL ≒ wmH
 

として推定する。流木の最大直径 wmR （m）は、上流域において流木とな

ると予想される樹木の最大胸高直径（流木となることが予想される樹木の

うち、大きなものから数えて 5％の本数に当たる樹木の胸高直径）とほぼ

等しいとして推定する。また、流木となると予想される倒木についても調

査するものとし、最大直径が過小に見積もられないよう留意する。 

 

 

2.6.10 流木の平均長、平均直径の算出方法 

 

流木の平均長、および、平均直径は、計画流出流木量算出のための調査結

果から推定する。なお、流木の平均長は土石流の最小流下幅を考慮するも

のとする。 

 

解説 

流木の平均長（ waL （m））は、土石流の最小流下幅を dmB （m）、上流

から流出する樹木の平均樹高を wah （m）とすると、 

樹高を wmH
（m）とすると 

wmH
≧

1.3 dB の場合 wmL ≒
1.3 dB  

wmH
＜

1.3 dB の場合 wmL ≒ wmH
 

として推定する。流木の最大直径 wmR （m）は、上流域において流木と

なると予想される立木の最大胸高直径（流木となることが予想される立

木のうち、大きなものから数えて 5％の本数に当たる立木の胸高直径）

とほぼ等しいとして推定する。また、流木となると予想される倒木（伐

木、用材を除く）についても調査するものとし、最大直径が過小に見積

もられないよう留意する。 

 

2.6.10 流木の平均長、平均直径の算出方法 

 

流木の平均長、および、平均直径は、流出流木量算出のための調査結果

から推定する。なお、流木の平均長は土石流の最小流下幅を考慮するも

のとする。 

 

解説 

流木の平均長（ waL （m））は、土石流の最小流下幅を dmB （m）、上流

から流出する立木の平均樹高を wah （m）とすると、 
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wah ≧ dmB の場合 waL ≒ dmB  

wah ＜ dmB の場合 waL ≒ wah  

となる。 

また、平均直径 waR （m）は、上流域において流木となると予想される樹

木の平均胸高直径とほぼ等しいとする。 

 

第 3 節 土石流・流木処理計画 

解説 

（略） 

（5～6 行目、表－４を削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1 土石流・流木処理計画の策定の基本 

解説 

土石流・流木処理計画は、本指針 4.3.1.1 を参考に「計画規模の土石流」

および土砂とともに流出する流木等の計画流出量（V ）、計画流下許容量

wah ≧ dmB の場合 waL ≒ dmB  

wah ＜ dmB の場合 waL ≒ wah  

となる。 

また、平均直径 waR （m）は、上流域において流木となると予想される

立木の平均胸高直径とほぼ等しいとする。 

 

第 3 節 土石流・流木処理計画 

解説 

（略） 

表－２ 河川砂防技術基準計画編施設配置等計画編と本指針の用語の対

比 

 

※：土石流・流木処理計画に含まれる。 

※※：土砂生産抑制計画、土砂流送制御計画に含まれる。 

 

3.1 土石流・流木処理計画の策定の基本 

解説 

土石流・流木処理計画は、本指針 4.3.1.1 を参考に「計画規模の土石

流」および土砂とともに流出する流木等の計画流出量（V ）、計画流下

本指針 河川砂防技術基準 計画編 施設配置等計画編 

－※ 土砂生産抑制計画 

土石流・流木処理計画 土砂流送制御計画 

－※ 流木対策計画※※ 
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（W ）、土石流・流木対策施設の計画捕捉量（ X ）、計画堆積量（Y ）、計

画発生（流出）抑制量（Z ）との間に、式（２４）を満足するように策定

する。 

 

 

 

3.2.2 計画捕捉流木量 

解説 

(2) 不透過型砂防堰堤の計画捕捉流木量 

（略） 

なお、土石流・流木対策施設の計画地点に流入する計画流出流木量から計

画捕捉流木量、計画堆積流木量、計画流木発生抑制量の和を差し引いた値

が０以下となった場合、当該土石流・流木対策施設の計画捕捉流木量はよ

り流下する計画上の値は「０」とする。 

 

3.3.2 計画堆積流木量 

解説 

(2) 不透過型砂防堰堤の計画堆積流木量 

（略） 

なお、土石流・流木対策施設の計画に流入する計画流出流木量から計画

捕捉流木量、計画堆積流木量、計画流木発生抑制量の和を差し引いた値が

０以下となった場合、当該土石流・流木対策施設より流下する計画上の値

は「０」とする 

 

3.4.1 計画土石流発生（流出）抑制量 

許容量（W ）、土石流・流木対策施設の計画捕捉量（ X ）、計画堆積量

（Y ）、計画発生（流出）抑制量（Z ）との間に、式（２４）を満足す

るように策定する。なお、式（２４）は、河川砂防技術基準計画編に示

されている考え方に準じて、土石流・流木対策として新しく作成したも

のである。 

 

3.2.2 計画捕捉流木量 

解説 

(2) 不透過型砂防堰堤の計画捕捉流木量 

（略） 

なお、土石流・流木対策施設の計画地点に流入する計画流出流木量か

ら計画捕捉流木量、計画堆積流木量、計画流木発生抑制量の和を差し引

いた値が０以下となった場合、当該土石流・流木対策施設の計画捕捉流

木量は「０」とする。 

 

3.3.2 計画堆積流木量 

解説 

(2) 不透過型砂防堰堤の計画堆積流木量 

（略） 

なお、土石流・流木対策施設の計画に流入する計画流出流木量から計

画捕捉流木量、計画堆積流木量、計画流木発生抑制量の和を差し引いた

値が０以下となった場合、当該土石流・流木対策施設の計画堆積流木量

は「０」とする。 

 

3.4.1 計画土石流発生（流出）抑制量 
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解説 

計画土石流発生（流出）抑制量は計画堆砂勾配の平面と現渓床が交わる地

点から堰堤までの区間（図－ １７に示す斜線部）に移動可能渓床堆積土

砂が存在する場合に計上する。 

 

3.4.2 計画流木発生抑制量 

解説 

土石流・流木対策施設の計画地点に流入する計画流出流木量から計画捕

捉流木量、計画堆積流木量、計画流木発生抑制量の和を差し引いた値が０

以下となった場合、当該土石流・流木対策施設より流下する計画上の値は

「０」とする。 

 

第 4 節 土石流・流木対策施設配置計画 

総説 

（略） 

（3～4 行目、表－５を削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説 

計画土石流発生（流出）抑制量は計画堆砂勾配の平面と現渓床が交わ

る地点から堰堤までの区間（図－ １７に示す斜線部）移動可能渓床堆積

土砂が存在する場合に計上する。 

 

3.4.2 計画流木発生抑制量 

解説 

土石流・流木対策施設の計画地点に流入する計画流出流木量から計画

捕捉流木量、計画堆積流木量、計画流木発生抑制量の和を差し引いた値

が０以下となった場合、当該土石流・流木対策施設の計画流木発生抑制

量は「０」とする。 

 

第 4 節 土石流・流木対策施設配置計画 

総説 

（略） 

また、河川砂防技術基準計画編施設配置等計画編における用語と本指

針における用語の対比表を表－３に示す。 

 

表－３ 本指針で用いる土石流・流木対策施設の種類と河川砂防技術基

準計画編施設配置等計画編との用語の対比 
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4.3.1 土石流・流木捕捉工 

解説 

土石流・流木捕捉工を計画・配置するにあたっては、想定される土砂お

よび流木の流出現象として、土石流中の土石の粒径、土石流の濃度、流木

の大きさ（長さ、太さ）、流木の多寡などを想定し、形式・形状を決める

必要がある。また、平常時堆砂勾配が現渓床勾配と大きく変化する場合や

堆砂延長が長くなる場合は、堆砂地において土石流の流下形態が変化する

ことに注意する必要がある。なお、計画・配置するにあたっては、本川の

みならず、支川等から流入する土石流等の外力の可能性についても考慮す

ること。特に、土石流・流木の捕捉機能を有する施設については、急勾配

で外力の条件が厳しい箇所（参考を参照）への配置を避け、できるだけ流

下区間・堆積区間に配置すること。 

 

 

4.3.1 土石流・流木捕捉工 

解説 

土石流・流木捕捉工を計画・配置するにあたっては、想定される土砂

および流木の流出現象として、土石流中の土石の粒径、土石流の濃度、

流木の大きさ（長さ、太さ）、流木の多寡などを想定し、形式・形状を決

める必要がある。また、平常時堆砂勾配が現渓床勾配と大きく変化する

場合や堆砂延長が長くなる場合は、堆砂地において土石流の流下形態が

変化することに注意する必要がある。 

土石流・流木捕捉工として、主として砂防堰堤を用いるが、分離堰堤

（水抜きスクリーン）等も土石流・流木捕捉工として考え、砂防堰堤以

外の土石流・流木捕捉工に本指針を準用することを妨げない。 

 

機密性２情報 

作成日_作成担当課_用途_保存期間 

本指針 
河川砂防技術基準 計画編 

施設配置等計画編 

土石流・流木発生抑制工 

土石流・流木発生抑制山腹工 山腹保全工、流木発生抑制施設 

渓床堆積土砂移動防止工 
砂防堰堤、床固工、帯工、護岸工、渓

流保全工、流木発生抑制施設 

土石流・流木捕捉工 砂防堰堤、流木捕捉施設 

土石流導流工 導流工 

土石流堆積工 遊砂地工 

土石流緩衝樹林帯 砂防樹林帯 

土石流流向制御工 導流堤 
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土石流・流木捕捉工として、主として砂防堰堤を用いるが、分離堰堤（水

抜きスクリーン）等も土石流・流木捕捉工として考え、砂防堰堤以外の土

石流・流木捕捉工に本指針を準用することを妨げない。 

 

（参考）「特に外力条件が厳しい箇所」の目安（平成 26 年 7 月に損傷し

た梨子沢第 1 砂防堰堤周辺の状況及び平成 29 年 10 月（推定）に損傷

した根知川第 10 号砂防堰堤周辺の状況より考えられる条件） 

○「特に外力条件が厳しい箇所」の目安 

・周辺の流域を含む過去の土砂移動実績等から、特に外力条件が厳しい

と判断される箇所。 

・渓床勾配≧1/5 かつ D95≧1.6m 

○「極めて大きい礫」の目安 

・2 辺平均の径が概ね 3m 以上の礫。  

※「極めて大きい礫」の調査方法は、D95の設定のために実施する巨礫

粒径調査のデータを参考にしてもよい。 

 

 

4.3.1.3 透過型・部分透過型の種類と配置 

解説 

(1) 透過型および部分透過型の配置に関する基本的な考え方 

（略） 

なお、流水にせき上げ背水を生じさせて流砂を一時的に堆積させる目的の

透過型及び部分透過型砂防堰堤は、洪水の後半に堆積した土砂が下流に流

出する危険性があるため、土石流区間には配置しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.1.3 透過型・部分透過型の種類と配置 

解説 

(1) 透過型および部分透過型の配置に関する基本的な考え方 

（略） 

なお、流水にせき上げ背水を生じさせて流砂を一時的に堆積させる目

的の透過型及び部分透過型砂防堰堤は、洪水の後半に堆積した土砂が下

流に流出する危険性があるため、土石流区間に配置しない。 
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4.3.3 土石流導流工 

 

土石流導流工は、土石流を安全な場所まで導流するもので、土石流ピーク

流量に対応する流下断面とする。 
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4.3.3 土石流導流工 

 

土石流導流工は、土石流を安全な場所まで導流するもので、土石流ピー

ク流量に対応する断面とする。 
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